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本書のねらい
省エネ・脱炭素による経営支援の勘所とは

支援先企業の置かれた状況を踏まえたうえで、「ヒト」・「モノ」・「カネ」の課題把握
と企業側が気づいていない新たな視点を提示し、適切な専門機関（省エネ支援機関・
金融機関等）への橋渡し役を担うことが重要となります。

本書は、企業の経営支援を担う方が省エネ・脱炭素に関する相談を受ける際、支援初
期段階においてどのような点が「勘所」となり得るのかを整理し、支援内容を検討する際
の視点を提示することをねらいとしています。
企業が省エネ・脱炭素に取り組む際に重要となるのが「ヒト」・「モノ」・「カネ」の経営資

源の視点です。支援にあたっては、 「ヒト」・「モノ」・「カネ」における個別課題と、これらの
課題に全体のバランスをとる視点でどう取り組むべきか検討することが重要となります。

中小企業が省エネ・脱炭素に取り組む際の視点

支援先企業の省エネ・脱炭素に向けた戦略の構築や、
実際に取り組む個別具体的な活動のバランスを図ること

全体バランス
全社的視点のもと「ヒト」・「モノ」・「カネ」の最適化を図る

ヒ ト
[人材・体制・現場の動き]

・担当者の置かれた環境
・推進組織体制
・現場と経営層の温度差
・兼務・属人化の影響

【課題】

モ ノ
[設備・運用状況・管理]

・設備更新・老朽化
・エネルギー使用実態の
 急所把握
・運用改善の余地

【課題】

カ ネ
[資金・補助金・投資余力]

・投資余力・予算制約
・補助金の活用可能性
・回収・継続性の見通し

【課題】

「ヒト」・「モノ」・「カネ」における企業の課題を把握し
支援者として全体バランスを確認する

Company and environment

中小企業の成長に“効く”

収益を上げ企業価値を高める
経済合理的なアプローチ

  

 

財務的側面

【アクション】

工程のムダの排除、エネルギーコスト削減
生産性の向上、   ≒自社のCO²排出削減

【アクション】

【アクション】
【アクション】

経済合理的な脱炭素化の循環モデル

経費削減

財務強化 売上維持／拡大

企業価値向上

非財務的側面

● エネルギー関係補助金
の申請

● 税制優遇の活用
● 新たな出資の獲得
● サステナブルファイナンス
の獲得検討

● 「脱炭素で稼ぐ」経営戦略構築
● Scope1・Scope2の測定・開示
● 脱炭素商品の開発
● 新市場への参入

● 実績のPRによる
企業ブランディング

● インナーブランディング
● 認証取得
● 人材教育

取組開始
の推奨

ここから取組開始の
パターンも

● コンプレッサーのエア漏れ
● 樹脂成型の熱損失
● ボイラーの稼働時間

最も大きなムダ＝「急所」

例えば…

● エネルギー使用見える化   ● 品質管理徹底
● 省エネ活動 ● 生産性向上のための設備投資

GX取組の
広報

GX取組の
広報収益増加

投資 収益増加 自社の脱炭素化
を意識

他者の脱炭素化
を意識

認知拡大商品の
競争力強化

信頼・信用の獲得

GX取組の広報／社内への投資

根拠

投資

社内の意識変容
採用力強化
社会的信頼の獲得
地域や社会への波及

資金調達力向上
自己資本の充実

取引先からの要請への
対応力向上
高付加価値化、取引先拡大
≒他者のCO²排出量の削減

など

脱炭素は経営課題解決の
「手段」になる

経営に“効く”

エネルギーのムダを省くことは、直ちに利益率の改善につな
がると同時に脱炭素を進めることができます。最も着手しや
すく、効果が可視化されやすいため、多くの企業がここから脱
炭素の取組を始めます。

「脱炭素」関連の補助金や優遇税制、有利な融資（サステナブ
ルファイナンス）を引き出し、資金繰りを改善します。

サプライチェーンの要請に応えることで取引を維持し、脱炭
素製品の開発や高付加価値化によって新たな市場・顧客を
獲得します。

取組を対外的に発信することで、ブランド力を高めます。顧客
からの信頼獲得や、採用力強化に直結します。社内への発信
が社員の誇りにつながり、意識改革を促すこともできます。

「コスト」から「成長のエンジン」へ

「脱炭素は、単なるコスト増」。そう考えて、取組を進めることができない経営者も多いのではないでしょうか。
実は、脱炭素は経営課題を解決し企業成長に寄与する有効な「手段」となりえます。

世界的な脱炭素の潮流は、地域の中
堅・中小企業にも波及しています。日本商
工会議所が2025年に行った調査による
と、製造業を中心に21.3％の中小企業が、
既に取引先から脱炭素への取組要請を
受けています。もはや、対応は避けて通れ
ない経営課題となりつつあります。
一方で、中堅・中小企業においては、多

くの経営者が二の足を踏んでいる実態も
あります。同調査によると、脱炭素に取り
組む上でのハードルの第1位は「費用・コ
スト面の負担が大きい（64.5％）」でした
（図表1）。「メリット・意義が感じられない」
という回答も上位で、脱炭素は単なるコス
ト増や収益につながらない負担と捉えら
れている現状が浮き彫りになっています。
なぜ、多くの企業が負担を感じ、取組が
進まないのでしょうか。 その理由の一つ
に、脱炭素そのものを「目的」として捉えて
いることが挙げられます。「脱炭素のため
に何かやらなければ」と考え、追加的な取
組を進めようとすると、どうしても予算や
ノウハウの壁に直面し、費用対効果が見
えずに取組が行きづまってしまいます。

わが国は2050年のカーボンニュートラ
ルを目標として掲げています。産業部門
における温室効果ガス排出量の削減は重
要な社会課題の一つであり、企業に対し
脱炭素の取組を求める動きは確実に広
がりつつあります。
一方で、地域でいち早く脱炭素の取組

を進める先進企業のアプローチを見ると、
社会課題に対応して「脱炭素」を目標とし
て掲げつつも、同時に違った見方を組み
合わせていることがわかります。彼らは

「エネルギーコスト（経費）を下げたい」
「新しい市場に参入したい」「ブランド価
値を上げたい」といった経営課題の解決
を起点として、脱炭素に取り組んでいます。
つまり課題を解決するための「手段」とし
て脱炭素を使い、あるいは経営改善に取
り組んだ「結果」として、脱炭素を実現して
いるのです（図表2）。 
例えば、老朽化した設備を更新するに

あたり、CO²削減量を測定して、脱炭素関
連の補助金を獲得すれば、脱炭素を資金
調達の「手段」にしたと言えるでしょう。原
価低減のために徹底して省エネを行えば、
それは結果として脱炭素につながります。

そしてこの成果を社内外にPRすることで
企業価値が向上します。
このように、「脱炭素＝新たに取り組ま
なければならないコスト」という固定観念
を捨て、「経営課題解決のツール」と捉え
ることが、自社にメリットをもたらす脱炭
素の取組の鍵となります。多くの企業に
とってファーストステップとなる「経費削
減」は、特別な取組ではありません。現在
行っている取組を脱炭素として捉え直す
ことにより、ひとつの取組から多くの効果
やメリットを引き出すことができます。そ
のために、脱炭素の視点を活用すると考
えてください。

では、手段や結果としての脱炭素がも
たらす経営メリットをどのように考えれば
よいでしょうか。企業に利益を生みだす
活動を財務的側面、非財務的側面から考
えて、4つの視点で整理をします。エネル
ギーコストを抑え利益を生む「経費削減」、

選ばれる理由を作り新たな市場を開拓す
る「売上維持・拡大」、設備投資に補助金
や融資を活用する「財務強化」、そして非
財務的側面であり定性的な側面であるブ
ランドや採用力を高める「企業価値向上」
です。
実際の取組時は、「経費削減」から着手

する企業が多く見られますが、通常の経
営における取組と同じように、各取組は

互いに連動します。例えば、「経費削減」
策としてエネルギーのムダを把握し、その
過程で排出量を削減する。さらにその成
果をPRすることで、脱炭素企業としての
ブランド認知を高め、企業価値向上につ
なげる、といった流れは典型的です。
それでは、最も取り組みやすい「経費削
減」の取組から、考え方や内容を見ていき
たいと思います。

【図表3】 4つの視点の関係性

脱炭素の4つの視点

経 費 削 減 売上維持・拡大

企業価値向上
財 務 強 化

➡P6 ➡P10

➡P14
➡P16

64.5

35.8

18.4

18.3

16.0

14.5

13.3

2.0

10.0

0 10 20 30 40 50 60 70

費用・コスト面の負担が大きい

排出量削減に取り組むための
マンパワー・ノウハウが不足している

排出量の具体的な算定方法が分からない

メリット・意義が感じられない

排出量削減に取り組むための
資金が不足している

何が排出量算定の対象になるのか分からない

専門用語等が多く、理解できない

その他

特にハードルはない

【図表1】 脱炭素に取り組むハードルのトップは「費用・コスト」

資料）日本商工会議所「2025年度 中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」

企業の成長に寄与する脱炭素 4つの視点

【図表2】 脱炭素を「手段」や「結果」として捉える

（資料）九州経済調査協会作成

通常の脱炭素の捉え方 先進企業の捉え方

● 脱炭素を「目的」として
取り組む

コストや人材不足などの
「壁」にぶつかる

脱炭素が企業成長に結びつく

● 経営課題解決のための
「手段」として脱炭素を活用する
● 経営課題解決の「結果」として
脱炭素につながる

脱炭素推進の課題は
費用対効果

4つの視点を連動して
効果を最大化する

脱炭素を「目的」だけでなく
「手段」や「結果」として捉え、
経営課題解決と掛け合わせる
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を起点として、脱炭素に取り組んでいます。
つまり課題を解決するための「手段」とし
て脱炭素を使い、あるいは経営改善に取
り組んだ「結果」として、脱炭素を実現して
いるのです（図表2）。 
例えば、老朽化した設備を更新するに

あたり、CO²削減量を測定して、脱炭素関
連の補助金を獲得すれば、脱炭素を資金
調達の「手段」にしたと言えるでしょう。原
価低減のために徹底して省エネを行えば、
それは結果として脱炭素につながります。

そしてこの成果を社内外にPRすることで
企業価値が向上します。
このように、「脱炭素＝新たに取り組ま
なければならないコスト」という固定観念
を捨て、「経営課題解決のツール」と捉え
ることが、自社にメリットをもたらす脱炭
素の取組の鍵となります。多くの企業に
とってファーストステップとなる「経費削
減」は、特別な取組ではありません。現在
行っている取組を脱炭素として捉え直す
ことにより、ひとつの取組から多くの効果
やメリットを引き出すことができます。そ
のために、脱炭素の視点を活用すると考
えてください。

では、手段や結果としての脱炭素がも
たらす経営メリットをどのように考えれば
よいでしょうか。企業に利益を生みだす
活動を財務的側面、非財務的側面から考
えて、4つの視点で整理をします。エネル
ギーコストを抑え利益を生む「経費削減」、

選ばれる理由を作り新たな市場を開拓す
る「売上維持・拡大」、設備投資に補助金
や融資を活用する「財務強化」、そして非
財務的側面であり定性的な側面であるブ
ランドや採用力を高める「企業価値向上」
です。
実際の取組時は、「経費削減」から着手

する企業が多く見られますが、通常の経
営における取組と同じように、各取組は

互いに連動します。例えば、「経費削減」
策としてエネルギーのムダを把握し、その
過程で排出量を削減する。さらにその成
果をPRすることで、脱炭素企業としての
ブランド認知を高め、企業価値向上につ
なげる、といった流れは典型的です。
それでは、最も取り組みやすい「経費削
減」の取組から、考え方や内容を見ていき
たいと思います。

【図表3】 4つの視点の関係性

脱炭素の4つの視点
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【図表1】 脱炭素に取り組むハードルのトップは「費用・コスト」
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企業の成長に寄与する脱炭素 4つの視点

【図表2】 脱炭素を「手段」や「結果」として捉える

（資料）九州経済調査協会作成

通常の脱炭素の捉え方 先進企業の捉え方

● 脱炭素を「目的」として
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